
災害時における石綿モニタリングに関する協定書 

 

函館市（以下「甲」という。）および北海道環境計量証明事業協議会（以下「乙」と

いう。）は，大規模災害に伴う建築物または工作物（以下「建築物等」という。）の倒

壊・損壊，被災建築物等の解体および解体廃棄物の処理に伴う石綿（アスベスト）の飛

散状況を把握するための環境モニタリング（以下「石綿モニタリング」という。）の実

施について次のとおり協定（以下「本協定」という。）を締結する。 

 

（目的） 

第１条 本協定は，市内において地震，津波，洪水，土砂災害その他の大規模な災害に

より建築物等が損壊した場合に，迅速かつ円滑に石綿モニタリングを行い，市民の

安全・安心に寄与する基礎データの収集に努めるために，必要な事項を定めること

を目的とする。 

 

（有効期間） 

第２条 本協定は，本協定の締結の日から発効し，１年間有効とする。また，本協定有

効期間満了の３か月前までに甲または乙から本協定終了の意思表示がない場合は，

本協定は同一条件にて更に１年間延長されるものとし，以後も同様とする。 

 

（体制の整備） 

第３条 甲は，乙と協議の上，石綿モニタリングを行うための連絡体制を整備するもの

とする。 

２ 乙は，市内において石綿モニタリングを行うことができる者を，乙の会員から指名

し甲に通知するものとする。 

３ 甲は，前項の規定に基づき通知された者から石綿モニタリングを行う者（以下「モ

ニタリング実施者」という。）を決定し，乙に通知する。 

４ 乙は，前項の規定に基づき甲から通知されたモニタリング実施者に変更があったと

きは，速やかに甲に通知すること。 

５ 甲および乙は，石綿モニタリングに関する訓練を年に１回以上行うものとする。 

６ 前項の訓練の内容は，甲乙協議の上定める。 

 

（石綿モニタリングの実施） 

第４条 石綿モニタリングは，甲の要請によりモニタリング実施者が行う。 

２ 前項の石綿モニタリングは，環境省が定めた最新の「アスベストモニタリングマニ

ュアル」に基づき行うものとする。 



（石綿モニタリングの費用） 

第５条 前条第１項に基づく石綿モニタリングの費用（消費税および地方消費税を含

む。）は，甲が負担し，モニタリング実施者に対し支払う。 

２ 前項の費用は，災害発生直前の時価を基準に甲乙協議の上定める。 

 

（調査結果の報告） 

第６条 モニタリング実施者は，甲の要請により実施した石綿モニタリングの調査結果

を速やかに報告するものとする。 

 

（その他） 

第７条 本協定に定めのない事項および本協定の内容に疑義が生じた場合は，その都度

甲乙協議の上，決定するものとする。 

 

以上，本協定の証として，本書２通を作成し，当事者記名押印のうえ，各自その１

通を保有する。 
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函館市長 大 泉   潤 
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